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議論の射程

選び合う
関係

経営戦略、ビジネスモデルの変化

機
関
投
資
家
・
資
本
市
場

従
業
員
・
労
働
市
場

経営レベル：今回の議論のスコープ（①～⑤）

人事部レベル：今回の議論の対象外

採用 / トレーニング・OJT / キャリアパス / 働き方 / 評価・報酬 / 健全な新陳代謝

［ 経営陣 ］

①人材及び人材戦略に
関する経営陣の体制、
フォーカスするアジェンダ

［ 取締役会 ］

②人材及び人材戦略に
関する取締役会の役割

④各社に共通する視点や項目

⑤企業と
投資家との

対話

③KPIの設定、PDCAサイクル
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御議論いただきたい論点①（経営陣/取締役会の役割・アクションや人材戦略に求められる視点に関する議論の整理）

① 新型コロナウイルス感染症への対応が迫られる中、持続的な企業価値の向上と人的資本のあり方の観点か
ら新たな課題や改めて明確になった課題は何か。また、こうした危機を踏まえ、雇用コミュニティそのもの、企業
の人材戦略、人的資本マネジメントはどのような方向性を目指すべきか。

② ポスト/ウィズコロナにも目配りしながら、様々な個々人の状況に企業としてどの様に／どこまで対応すべきか、
「リカレント等も含めたタレント・マネジメントとの関係」や「サクセションプランへの影響」をどう考えていくべきか。

③ 持続的な企業価値向上につながる人材戦略の策定・実行に向け、まずは、企業の人材、人材戦略の状態
が定量的に可視化されていることが重要ではないか。また、こうした人材、人材戦略の状態が従業員、投資
家などのステークホルダーにも共有されることが企業価値の協創という観点から重要ではないか。

④ 経営陣が人材戦略に関するイニシアチブを執る中で、人事部門はどのような役割を果たすべきか。経営企画
部門、財務部門などの「ヨコ軸」部門や各事業部などの「タテ軸」部門との更なる連携が必要ではないか。

⑤ 各社に共通する人材戦略の視点として、経営戦略の実現に必要な人材の確保と、確保した人材の活性化
の２点を整理。特に、活性化について、従業員エンゲージメントやD&Iにとどまらず、どの様なベンチマークや指
標等により活性度を捉えていくべきか。また、リモートワークが進む中で、「組織・人材を活性化」させるためにど
の様な取組を進めていくべきか。

（※）星印は先日事務局から委員の皆様に投げ掛けた論点と同内容のもの。



5

御議論いただきたい論点②（企業と投資家との対話）

① 持続的な企業価値向上に向けた、投資先企業の人材戦略の策定・実行について、機関投資家はどのよう
な役割を果たすべきと考えるか。例えば、社外にいるからこそ、フラットな視点で気づきを提供できる、といったこ
とはあるのか。

② 投資家からみて、日本企業の人材や人材戦略、その対外的発信は十分であるか。不十分である場合には、
どういった点の充実が必要か。（e.g.発信者（CEO/CHRO等）、発信方法（統合報告書/ESG説明会等）、発信内容（定性/
定量情報等））

③ 投資先の経営陣と取締役会で議論される人材及び人材戦略について、各社の事業戦略等に応じ個社性
が強いが、共通的な視点をどのように考えるか。（e.g. 企業内の人材活性化、ミドルシニアのスキルギャップ等）

④ 企業が発信する人材および人材戦略に関する内容には、どのようなものがあるか。また、自社の人材および人
材戦略に関する発信は、誰が（e.g. CEO、CHRO）、どのような形態（e.g. 統合報告書、ESG説明会）で行っているか。

⑤ これまでに、ESGの「S」の文脈では、どのような情報を中心的に見てきたか。また、持続的な企業価値の向上
の観点から、これまで以上にESGの「S」の重要性が再認識されつつある中で、機関投資家、企業経営者、
従業員を含めて、どのような情報の共有、可視化が、重要になってくると考えるか。

（※）星印は先日事務局から委員の皆様に投げ掛けた論点と同内容のもの。



2. 経営陣/取締役会が果たすべき役割・アクションや
人材戦略に求められる視点に関する議論の整理
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議論の骨格

経営陣/取締役会/投資家が
果たすべき役割・アクション

◎変革に向けたアクション・プロトコルをステークホルダー毎に整理
• 経営陣の役割・アクション
• 取締役会の役割・アクション
• 投資家の役割・アクション ⇒ 本日の研究会後半で議論予定

人材戦略に求められる視点
（共通要素）

◎経営陣が策定する人材戦略のポイントを整理
• 経営戦略との適合 → 適合度の定量化
• 人材ポートフォリオ・人材パイプラインの構築
• 個人・組織の活性化
• アウトカムとしての企業文化の変革

総論・問題意識

◎企業の変革の必要性、方向性を整理
• 変革の時代の中、人的資本などの無形資産が競争力の源泉に。
• 既存の「人事」から企業価値の向上、経営戦略の実現につながる「人材戦略」へ。
• 経営陣・取締役会のコミット、社内外への積極発信・対話が重要に。
• これらの結果として、社会全体の人的資本の向上、持続可能な成長が実現。

→ 新型コロナウイルス感染症への対応の中、こうした問題意識はさらに強まっているのではないか。
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Ⅰ 問題意識（持続的な企業価値向上に向けた変革の方向性）

 デジタル化、人生100年時代といった変革の時代において、人的資本などの無形資産が競争力の源泉。
 こうした中、企業価値の向上、経営戦略の実現につながる人材戦略の策定・実行が重要に。

➡ 人的資本を持続的な企業価値向上につなげるべく、マネジメントの在り方などを抜本的に見直す必要。

But thisNot this

“ 人事 ”
人事諸制度の運用・改善が目的。

経営戦略と連動していない。

“ 人事部 ”
人材関係は人事部門任せ。

経営戦略との紐づけは意識されず。

“ 相互依存 ”
企業は囲い込み、個人も依存。

硬直的な文化になり、イノベーションが生まれにくい。

“ 内向き ”
雇用コミュニティの同質性が高く

人事は囲い込み型。

“ 人材戦略 ”
持続的な企業価値の向上が目的。
経営戦略から落とし込んで策定。

“ 経営陣 (4C) / 取締役会 ”
経営陣(4C：CEO,CHRO,CFO,CDO)のイニシアチブで

経営戦略と紐づけ。取締役会がモニタリング。

“ 個の自律・活性化 ”
互いに選び合い、共に成長。

多様な経験を取り込み、イノベーションにつなげる。

“積極的対話 ”
人材戦略は価値創造のストーリー。

投資家・従業員に、積極的に発信・対話。

“ 人的資源・管理 ”
人的資源の管理。オペレーション志向。

「投資」ではなく「コスト」。

“ 人的資本・価値創造 ”
人的資本の活用・成長。クリエーション志向。

「投資」であり、効果を見える化。
「人材」の捉え方

ベクトル・方向性

アクション

個と組織の関係性

イニシアチブ



9

（参考）求められる雇用コミュニティの在り方の変化（イメージ）

従来の日本型雇用コミュニティ これから求められる雇用コミュニティ

同質性/モノカルチャー
メンバーシップ型

メンバーが替わらないクローズドなコミュニティ
• 事業環境の予見性が高く、安定性が重要
• 新卒一括採用が基軸。 内部公平性重視
• 企業主導のキャリア形成

多様性/「知・経験」のダイバーシティ
メンバーシップ型とジョブ型のハイブリッド

メンバーの出入りがあるオープンなコミュニティ
• 変革の時代。変化への対応、イノベーションが重要
• 新卒、中途/再入社、リスキル・再配置。外部競争力重視
• 個人の自律的なキャリア形成
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Ⅱ 経営陣、取締役会、投資家の役割・アクション
 人材戦略は、人事部マターではなく経営マター。このため、経営陣・取締役会のコミットが変革のカギ。
 人材戦略は価値創造に向けた戦略であることから、人材戦略に関する企業-投資家間の対話の強化も必要。

①経営戦略の実現に不可欠な人材
アジェンダに関する議論の活性化
（アジェンダ例）
・ CxOサクセッション
・ 「キーパーソン」の特定、パイプライン構築
・ 企業文化の構築と変革

②人材戦略の方向性の意思決定、
適切な実行の監督・モニタリング

取締役会

①経営戦略上達成すべき目標の明確化

②経営戦略の実現に向けた人材面での
As is - To beギャップの定量化

③ギャップを埋める人材戦略の策定・実行、
実行体制の整備（CHROの設置・選任）

④経営トップ４C（CEO/CHRO/CFO/CDO）※の
密接な連携

⑤従業員・投資家への積極的な発信・対話

経営陣

①投資方針における人材・人材戦略
の位置付け明確化

②人材戦略に関する対話の実施

など

※本日の研究会後半で議論予定

投資家

経営陣/取締役会/投資家の行動変容の後押し

政府

（※）経営企画部門が存在する日本では、CSOを含めた「経営トップ5C（CEO/CSO/CHRO/CFO/CDO）」とすることも考えられる。
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（参考）人材戦略に関するステークホルダーの協創（イメージ）

持続的な企業価値向上の実現

個人の自律的成長・活躍 / 変化に対応する経営の実現

人材戦略の承認、実行の監督
人材に関する活発な議論

取締役会

人材戦略の策定・実行

社内外への発信・対話

経営陣

企業の人材戦略を踏まえた
自律的なキャリアの選択
（キャリア・オーナーシップ）

従業員/労働市場

人材戦略を考慮した
投資先の選定・対話

投資家/資本市場

報告監督

相互に選び合い
成長を共に実現

対話を通じた
モニタリング/選別
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Ⅲ 人材戦略に求められる視点
 経営戦略と人材戦略の適合、人材戦略の実現が経営戦略の実現につながることが絶対条件。
 この前提の下、経営戦略の実現に必要な人材の質・量両面での充足、個人・組織の “活性” がポイント。
 また、人材戦略は、As is-To beギャップを埋める戦略。このため、経営戦略との適合度の「見える化」が重要。

アウトカムとしての企業文化
（挑戦・失敗を尊重する文化、多様性を取り込む文化）

経営戦略

人材戦略

人材戦略の
実行プロセスを

通じた醸成

［視点例］
 企業・個人の成長ベクトルの合致を通じた、個人の

自律的・主体的な行動の引き出し
 属性のみならず、多様な経験・価値観の取り込み

・具現化（「知・経験のD＆I」）

共通の視点②
～ 個人・組織の活性 ～

経営戦略と人材戦略の適合が不可欠
➡ アジェンダ毎の適合度を定量化してKPIとして発信

持続的な企業価値の向上

［視点例］
 経営戦略の実現に必要な人材の確保
 事業・人材の時間軸を見据えた人材パイプラインの構築
 M&Aや事業再編等も活用した大胆な人材ポートフォリ

オの最適化

共通の視点①
～ 人材ポートフォリオ ～
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～キャリア観への影響①～

（出所）株式会社ビズリーチ「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、働き方やキャリア観・転職活動への影響に関するアンケート」（2020年4月）より作成。

 新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、キャリア観に変化があった者が５割。
 このうち、企業に依存せず、自律的にキャリアを形成する必要を感じたものが９割。

大きく
変化があった

11%

多少の変化があった
45%

あまり変わらない
33%

全く
変わらない

11%

キャリア観に変化があった者 自律的なキャリア形成の必要性を感じた者

そう思う
49%

どちらかといえば
そう思う
43%

どちらかといえば
そう思わない

7%

そう思わない
1%
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～キャリア観への影響②～

（出所）株式会社ビズリーチ「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、働き方やキャリア観・転職活動への影響に関するアンケート」（2020年4月）より作成。

 キャリア観に変化があった者のうち、どこでも活躍できる自身の強みを可視化する必要が
あると感じた者、スキルアップや新しいスキル習得のために時間を割く必要があると感じた
者はそれぞれ９割を超える。

そう思う
64%

どちらかといえば
そう思う
32%

どちらかといえば
そう思わない

2%

そう思わない
1%

自身の強みを可視化する必要性を感じた者 スキルアップやスキル習得の必要性を感じた者

そう思う
54%

どちらかといえば
そう思う
38%

どちらかといえば
そう思わない

8%

そう思わない
1%
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～学習サービスの会員数の動向～

（出所）株式会社グロービスのニュースリリースより作成。

 ビジネスナレッジに関する定額制動画学習サービスの有効会員数は2月から3月にかけて
1.3倍に増加。

5.9万人

8.1万人

0

2

4

6

8

10

2020年2月 2020年3月

定額学習サービスの有効会員数
（万人）

1.3倍
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～テレワークの実施状況①～

（出所）パーソル総合研究所 「新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」の第2回調査（2020年4月）をもとに作成。

 新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、多くの企業においてテレワークを実施。

18.9%

27.0%

3.2%

13.7%

0%

10%

20%

30%

40%

3月 4月

テレワークに関する会社の方針 従業員のテレワーク実施率

13.2%

27.9%

0%

10%

20%

30%

40%

3月 4月

テレワークが
命じられている

テレワークが
推奨されている

22.1%

40.7%
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～テレワークの実施状況②～

（出所）パーソル総合研究所 「新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」の第2回調査（2020年4月）をもとに作成。

 新型コロナウイルス感染症への対応に伴うテレワークの実施状況は職種ごとにバラツキ。

従業員のテレワーク実施率上位６職種 従業員のテレワーク実施率下位６職種

職種名 従業員の
実施率

会社からの
推奨・命令率

1 福祉系専門職
（介護士・ヘルパーなど） 2.2% 3.3% 

2 ドライバー 3.2% 5.2% 

3 【飲食】接客・サービス系職種 6.2% 5.2% 

4 軽作業
（梱包・検品・仕分／搬出・搬入など） 3.9% 8.3% 

5 製造
（組立・加工） 4.2% 11.4% 

6 建築・土木系技術職
（職人・現場作業員） 5.9% 10.5% 

職種名 従業員の
実施率

会社からの
推奨・命令率

1 WEBクリエイティブ職
（WEBデザイナー、プランナーなど） 64.1% 77.7% 

2 コンサルタント 61.4% 74.2% 

3 企画・マーケティング 60.4% 75.6 

4 IT系技術職 53.0% 72.6% 

5 広報・宣伝・編集 52.1% 63.5% 

6 経営企画 48.2% 65.0% 
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～テレワークの生産性①～

（出所）日経BizGateによるアンケート調査（2020年4月）をもとに作成。n=1,372。

 新型コロナウイルス感染症拡大防止のためにテレワークを実施した者の多くは、生産性が
下がったと回答。

上がった
8%

やや上がった
19%

変わらない
30%

やや下がった
31%

下がった
12%

テレワークによる生産性の変化
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（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～テレワークの生産性②～

（注）テレワークをしたことにテレワークで生産性が上がったと回答した352名に対する「週にどれくらいの頻度でテレワークを実施すると、自信の生産性が最も上がると思いますか？」と
いう設問の回答を集計。

（出所）アドビシステムズ株式会社 「テレワークスキルに関する調査結果」（2020年3月）をもとに作成。

 生産性が最も上がるテレワークの頻度としては、週３～４回と回答した者が最も多い。

生産性が最も上がるテレワークの頻度

0.3%

1.7%
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 新型コロナウイルス感染症収束後においても、オフィス勤務を中心にテレワーク、又はテレ
ワークを中心にオフィス勤務といった、オフィス勤務とテレワークの混合での働き方を希望す
る者が多い。

オフィスだけ
8%

オフィス中心にテ
レワークも

53%

テレワーク中心に
オフィスも

35%

テレワークだけ
4%

（出所）日経BizGateによるアンケート調査（2020年4月）をもとに作成。n=1,372。

（参考）新型コロナウイルス感染症と働き方～今後の働き方の希望 ～

新型コロナウイルス感染症収束後に希望する働き方



3. 企業と投資家との対話

21
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企業における人材関連情報の発信①

（注）統合報告書のハイライトセクションで示されたKPIが対象。非財務KPIは、人的KPI、自然KPI、製造KPI、知的KPI、社会・関係KPI、その他KPIの合計。
（出所）KPMGジャパン「日本企業の統合報告書に関する調査2018」

 統合報告書において提示されているKPIのうち、非財務KPIが占める割合は増加傾向。
 人的KPIが占める割合も、同様に増加傾向にあるが、直近でも16％にとどまる。
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ハイライトセクションにおけるKPIの資本別比率
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財務
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企業における人材関連情報の発信②

（注）統合報告書のハイライトセクションで示されたKPIが対象。非財務KPIは、人的KPI、自然KPI、製造KPI、知的KPI、社会・関係KPI、その他KPIの合計。
（出所）KPMGジャパン「日本企業の統合報告書に関する調査2018」

 人的KPIの上位3項目は、従業員数、女性管理職数・比率、女性従業員数・比率。

人的KPIの上位３項目
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機関投資家と人材関連情報①

（注）「企業にかかわる環境(E)・社会(S)・ガバナンス（G）要素のうち、投資に際して特にどのような情報を重視していますか。（複数選択可）」という質問に対する回答。
（出所）一般社団法人生命保険協会「株式価値向上に向けた取り組みに関するアンケート」（平成29年度版）より作成。

 企業にかかわる環境（Ｅ）・社会（Ｓ）・ガバナンス（Ｇ）要素のうち、「経営理念・ビジョ
ン」、「人的資源の有効活用・人材育成」を重視する投資家の割合が高い。
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・責務
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投資家が重視するESG項目

（E）関連項目 （S）関連項目 （G）関連項目



25

機関投資家と人材関連情報②

（注）機関投資家を対象とした「貴社が投資を行う際、企業の『人材育成・脅威訓練、人材活用等』に関する情報のうちどのような項目を考慮しますか。あてはまるものを選んでくだ
さい」（複数回答可）という設問の回答を集計。回答数は170。

（出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に関する研究」（2018年12月）

 投資の際に、「労働関係法令違反の有無」、「人材育成・教育訓練の取り組み」を考慮
する機関投資家の割合が高い。

 一方、人材育成関連情報を考慮しない機関投資家も相当数存在。

機関投資家が考慮する人材関連情報
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労働時間の柔軟性等の働きやすい職場作りの取り組み

人材育成・教育訓練の取り組み

労働関係法令違反の有無
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機関投資家と人材関連情報③

 機関投資家が人材関連情報に着目する理由は、企業の将来性への期待や優秀人材
の確保が多い。

（注）投資を行う際に人材関連情報考慮している機関投資家を対象とした「『人材育成・教育訓練、人材活用等に関する情報』を重視する理由はなんですか。あてはまるものをす
べて選んでください。」（複数回答可）という設問の回答を集計。回答数は115。

（出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人的資産情報の『見える化』に関する研究」（2018年12月）
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企業と投資家の認識ギャップ

（注）企業の回答数は521、投資家の回答数は98。３つまで選択。
（出所）一般社団法人生命保険協会「企業価値向上に向けた取り組みに関するアンケート 集計結果（2018年度版）」より作成。

 中長期的な投資・財務戦略の重要項目は、企業と投資家で認識のギャップが存在。
 特に、人材投資、IT投資、研究開発投資については企業より投資家の方が重視。
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米国企業も従業員をはじめとするステークホルダーを重要視

（出所）Business Roundtable「Statement on the Purpose of a Corporation」より作成。

 米国の主要企業の経営者団体ビジネスラウンドテーブル（Business Roundtable）
は、2019年の声明で従業員をはじめとするステークホルダーを重視することを宣言。

Statement on the Purpose of a Corporation
Americans deserve an economy that allows each person to succeed through hard work and creativity and to lead a life of meaning and 
dignity. We believe the free-market system is the best means of generating good jobs, a strong and sustainable economy, innovation, 
a healthy environment and economic opportunity for all.
Businesses play a vital role in the economy by creating jobs, fostering innovation and providing essential goods and services. 
Businesses make and sell consumer products; manufacture equipment and vehicles; support the national defense; grow and produce 
food; provide health care; generate and deliver energy; and offer financial, communications and other services that underpin 
economic growth.
While each of our individual companies serves its own corporate purpose, we share a fundamental commitment to all of our 
stakeholders. We commit to:
• Delivering value to our customers. We will further the tradition of American companies leading the way in meeting or exceeding 
customer expectations.

• Investing in our employees. This starts with compensating them fairly and providing important benefits. It also includes 
supporting them through training and education that help develop new skills for a rapidly changing world. We foster 
diversity and inclusion, dignity and respect.

• Dealing fairly and ethically with our suppliers. We are dedicated to serving as good partners to the other companies, large and small, 
that help us meet our missions.

• Supporting the communities in which we work. We respect the people in our communities and protect the environment by 
embracing sustainable practices across our businesses.

• Generating long-term value for shareholders, who provide the capital that allows companies to invest, grow and innovate. We are 
committed to transparency and effective engagement with shareholders.

Each of our stakeholders is essential. We commit to deliver value to all of them, for the future success of our companies, our 
communities and our country.
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（事例①）株式会社日立製作所（1/2）
～人財活用に絞った投資家向け説明会を開催～

（出所）株式会社日立製作所「統合報告書2019」より作成
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（事例①）株式会社日立製作所（2/2）
～人材戦略の実行が企業価値の向上につながることを発信～

（出所）株式会社日立製作所「統合報告書2019」（2019年9月24日ESG説明会）より作成
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（事例②）ソニー株式会社（1/3）
～最も重要なマテリアリティの１つとして、「人材」を特定～

（出所）ソニー株式会社「Corporate Report 2019 統合報告書」より作成。
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（事例②）ソニー株式会社（2/3）
～人材戦略のフレームワーク、基本的な考え方について分かりやすく発信～

（出所）ソニー株式会社「Corporate Report 2019 統合報告書」より作成。
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（事例②）ソニー株式会社（3/3）
～外部評価や社員のエンゲージメント指標など客観的な指標を発信～

（出所）ソニー株式会社「Corporate Report 2019 統合報告書」より作成。
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（事例③）株式会社カプコン（1/2）
～価値創造モデルの中に「人材」を位置付け～

（出所）株式会社カプコン「統合報告書2019」より作成。
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（事例③）株式会社カプコン（2/2）
～戦略上重要な人材（コンテンツ開発者）について、KPIを設定して可視化～

（出所）株式会社カプコン「統合報告書2019」より作成。
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（事例④）株式会社丸井グループ（1/3）
～個人の成長と組織の成長を結びつける考え方を発信～

（出所）株式会社丸井グループ「共創経営レポート2019」より作成。
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（事例④）株式会社丸井グループ（2/3）
～イノベーションや個人の成長を促す制度について発信①～

（出所）株式会社丸井グループ「共創経営レポート2019」より作成。
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（事例④）株式会社丸井グループ（3/3）
～イノベーションや個人の成長を促す制度について発信②～

（出所）株式会社丸井グループ「共創経営レポート2019」より作成。
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（事例⑤）大和ハウス工業株式会社（1/2）
～人材戦略の考え方を分かりやすく発信、人材戦略から紐付く形でKPIを設定～

（出所）大和ハウス工業株式会社「大和ハウスグループ 統合報告書2019」より作成
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（事例⑤）大和ハウス工業株式会社（2/2）
～人材開発費などのデータや、CSR自己評価指標の進捗率について分かりやすく発信～

（出所）大和ハウス工業株式会社「大和ハウスグループ 統合報告書2019」より作成
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